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６番 三田地 久志 議員の御質問にお答えします。 

 

まず初めに、ごみの減量化についてでありますが、議

員御指摘のとおり、町民一人当たりの一日のごみの排出

量の推移は、平成28年度が772グラムであったのに対し、

令和２年度は818グラムと増加傾向にあります。 

 

これは、令和２年度の県全体の875グラム、宮古管内の

966グラムと比べて少ないものの、本町では、平成28年度

からの増加幅が大きくなっております。 

 

増加の要因としては、複数あるものと認識しておりま

すが、令和２年度以降においては、コロナウイルス感染

症の拡大に伴って、家庭内消費の増加や、在宅時間の伸

長なども一つの要因ではないかと考えております。 

 

町民への告知についてでありますが、リサイクル推進

員が各地域を巡回し、リサイクルによるごみの減量を周

知、指導しており、この活動も、県内トップクラスのリ

サイクル率の維持につながっているものと認識しており

ますが、今後におきましても、あらゆる機会を捉え、周

知活動に取り組んでまいりたいと考えております。 

 

生ごみ乾燥機につきましては、議員御案内のとおり、

以前、導入に対する補助を行ってまいりましたが、使い
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方の煩わしさや、電気代がかさむなどの町民の声も寄せ

られ、平成21年度以降、補助の実績が無い状況が続いて

おります。 

 

議員御提言の、行政区ごとに希望を募る方法等につき

ましては、他市町村の事例等も研究しながら、減量化に

有効な取組を、引き続き模索してまいりたいと存じます。 

 

なお、堆肥センターでの生ごみの堆肥化につきまして

は、許認可の問題や、多大な労力確保などの課題もあり、

実現は難しいものと考えております。 

 

国のプラスチック資源循環戦略に向けた対応について

は、プラスチック製品の新たな分別収集の在り方を、宮

古地区広域行政組合で検討を始めたところであり、本町

といたしましても、組合の受入体制の構築などの動向も

踏まえ、準備が整い次第、対応してまいりたいと考えて

おります。 

 

次に、みどりの食料システム戦略についてであります

が、国においては、大規模自然災害や地球温暖化、生産

者の減少等による、生産基盤の弱体化などの政策課題に

対応するため、令和３年５月に、新たな指針となる「み

どりの食料システム戦略」を策定したところであります。 
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この戦略は、これまで岩泉農業振興公社が培ってきた

循環型環境保全農業の発展型の形態と認識しており、今

後の岩泉型農業の展開に向け、研究をしてまいりたいと

考えております。 

 

御質問の、岩泉農業振興公社による有機たい肥のペレ

ット化については、議員御案内のとおり、取扱い性の向

上等のメリットが多く、町内生産者の中でも市販のペレ

ット鶏糞の利用が始まっております。 

 

一方で、ペレット化は、コストが著しくかさむという

課題もあり、コストの低減とともに、利用者ニーズなど

を踏まえた市場や流通など、専門的に調査、研究してい

く必要があることから、まずは岩泉農業振興公社とも連

携し、先進地の視察など、各方面からの情報収集に努め

てまいりたいと考えております。 

 

次に、地域おこし協力隊を活用した有機農業への取組

についてであります。 

 

有機農業は、環境負荷をできるだけ減らして生産する

点で、自然にもやさしく、その魅力を感じ、就農されて

いる方も出てきているとお聞きしておりますが、栽培技

術の確立が難しいという点の他に、生産された農産物を

どう有利に販売していくかという課題もあります。 
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町といたしましては、中長期的な国の農業施策に呼応

した新たな取組として、協力隊制度の活用も視野に入れ

検討してまいりたいと思います。 

 

 以上で答弁を終わります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


